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３  特 別 会 計 

 

( 1)  概要 

ア  予算決算収支状況 

予算決算の状況（ 会計別） は， 第 13 表のと おり である。  

 

 

 

予算現額は， 特別会計全体で， 6, 893 億 5, 258 万円と なっ ている。  

一方，特別会計全体の決算額は，歳入が 6, 658 億 1, 234 万円，歳出が 6, 605 億 154 万円であり ，

予算額と の差額は， 歳入（ 予算額に対する不足額） が 235 億 4, 023 万円， 歳出（ 翌年度への繰越

額を除いた不用額） が 210 億 2, 398 万円と なっ た。 なお， 翌年度への繰越額は 78 億 2, 704 万円

と なっ ている。  

 

  

（ 単位　 金額： 千円）   

区　 　 　 分 予算現額 歳入決算額 歳出決算額
歳出

翌年度繰越額
歳入差引

歳出差引
（ 不用額）

市 場 事 業 費 3, 972, 098 3, 543, 692 3, 489, 692 400, 000 △ 428, 405 82, 405

食 肉 セ ン タ ー 事 業 費 1, 055, 108 952, 681 952, 681 － △ 102, 426 102, 426

国 民 健 康 保 険 事 業 費 159, 990, 539 158, 084, 914 157, 213, 631 37, 400 △ 1, 905, 624 2, 739, 507

農 業 共 済 事 業 費 318, 273 296, 291 296, 291 － △ 21, 981 21, 981

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資金
貸 付 事 業 費

217, 421 320, 551 194, 248 － 103, 130 23, 172

駐 車 場 事 業 費 963, 417 954, 291 750, 681 203, 610 △ 9, 125 9, 125

農 業 集 落 排 水 事 業 費 1, 578, 708 1, 482, 216 1, 482, 216 86, 000 △ 96, 491 10, 491

市 街 地 再 開 発 事 業 費 9, 224, 846 8, 729, 058 8, 508, 852 237, 613 △ 495, 787 478, 380

市 営 住 宅 事 業 費 51, 116, 147 36, 316, 627 36, 176, 346 6, 693, 422 △ 14, 799, 519 8, 246, 378

介 護 保 険 事 業 費 145, 351, 648 141, 256, 107 137, 825, 988 25, 000 △ 4, 095, 540 7, 500, 659

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 費 39, 512, 508 39, 371, 717 39, 106, 719 144, 000 △ 140, 790 261, 788

小 計 413, 300, 713 391, 308, 150 385, 997, 351 7, 827, 045 △ 21, 992, 562 19, 476, 316

公 債 費 276, 051, 868 274, 504, 195 274, 504, 195 － △ 1, 547, 672 1, 547, 672

合 計 689, 352, 581 665, 812, 346 660, 501, 546 7, 827, 045 △ 23, 540, 234 21, 023, 989

　 　 　 2　 歳出に係る 差引欄は， 予算現額から 歳出決算額と 翌年度繰越額を 控除し た額で ある 。

備考： 1　 歳入に係る 差引欄は， 歳入決算額から 予算現額を 控除し た額で ある 。

　 　 第　 １ ３ 　 表　 　 　 特　 別　 会　 計　 予　 算　 決　 算　 の　 状　 況
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イ   決算収支状況 

決算収支状況（ 会計別） は， 第 14 表のと おり である。  

 

 

 

特別会計全体の決算収支は， 歳入 6, 658 億 1, 234 万円に対し ， 歳出 6, 605 億 154 万円で， 歳入

歳出差引額から 翌年度へ繰り 越すべき 財源を差し 引いた実質収支は 45 億 2, 605 万円である。  

なお， 市街地再開発事業費会計においては， 新長田駅南地区復興市街地再開発事業の事業完了

（ 令和 5 年度予定） までの収支で 300 億円を超える赤字が見込まれている。 震災復興と いう 特殊

な事情ではあるが， その原因や事業の成果等について分析， 検証し ， 明ら かにさ れたい。  

 

 

 

 

 

 

 

（ 単位　 金額： 千円， 比率： ％）    

令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度

市 場 事 業 費 3, 543, 692 2, 483, 766 3, 489, 692 2, 483, 766
54, 000

( 54, 000)
－ － －

食 肉 セ ン タ ー 事 業 費 952, 681 905, 604 952, 681 905, 604 － － － －

国 民 健 康 保 険 事 業 費 158, 084, 914 159, 045, 072 157, 213, 631 158, 466, 712 871, 283 578, 360 871, 283 578, 360

農 業 共 済 事 業 費 296, 291 341, 653 296, 291 277, 160 － 64, 493 － 64, 493

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金
貸 付 事 業 費

320, 551 388, 685 194, 248 210, 619 126, 303 178, 066 126, 303 178, 066

駐 車 場 事 業 費 954, 291 974, 901 750, 681 967, 008
203, 610

( 203, 610)
7, 892 － 7, 892

農 業 集 落 排 水 事 業 費 1, 482, 216 1, 390, 870 1, 482, 216 1, 390, 870 － － － －

市 街 地 再 開 発 事 業 費 8, 729, 058 10, 031, 619 8, 508, 852 9, 769, 616
220, 206

( 220, 206)
262, 003

( 262, 003)
－ －

市 営 住 宅 事 業 費 36, 316, 627 31, 149, 336 36, 176, 346 30, 746, 124
140, 281

( 140, 281)
403, 212

( 403, 212)
－ －

介 護 保 険 事 業 費 141, 256, 107 137, 902, 810 137, 825, 988 135, 826, 915
3, 430, 118
( 22, 647)

2, 075, 895 3, 407, 471 2, 075, 895

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 費 39, 371, 717 37, 923, 179 39, 106, 719 37, 769, 780
264, 997

( 144, 000)
153, 398 120, 997 153, 398

小 計 391, 308, 150 382, 537, 502 385, 997, 351 378, 814, 180
5, 310, 799
( 784, 744)

3, 723, 322
( 665, 215)

4, 526, 055 3, 058, 107

公 債 費 274, 504, 195 274, 806, 003 274, 504, 195 274, 806, 003 － － － －

合 計 665, 812, 346 657, 343, 506 660, 501, 546 653, 620, 184
5, 310, 799
( 784, 744)

3, 723, 322
( 665, 215)

4, 526, 055 3, 058, 107

　 　 第　 １ ４ 　 表　 　 　 特　 別　 会　 計　 決　 算　 収　 支　 状　 況

区 分
歳 入 歳 出

歳 入 歳 出
差 引 額

実 質 収 支

備考： 1　 「 歳入歳出差引額」 欄の（ 　 　 　 ） は， 翌年度へ繰り 越すべき 財源で 内書き 。

　 　 　 2　 実質収支は， 歳入歳出差引額から ， 翌年度へ繰り 越すべき 財源を 控除し た 額で あ る 。
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ウ  歳入 

歳入決算状況（ 会計別） は， 第 15 表のと おり である。  

 

 

当年度の歳入は， 予算現額 6, 893 億 5, 258 万円に対し ， 決算額は 6, 658 億 1, 234 万円であり ，

予算現額に対する執行率は 96. 6％である。  

調定額に対する収入率は 98. 9％である。 また， 不納欠損額は 14 億 8, 426 万円で， う ち国民健

康保険事業費が 11 億 3, 899 万円， 介護保険事業費が 2 億 5, 326 万円である。 収入未済額は 58 億

8, 990 万円で， う ち国民健康保険事業費が 44 億 1, 616 万円， 介護保険事業費が 6 億 3, 656 万円で

ある。  

 

 

  

（ 単位　 金額： 千円， 比率： ％）  

区　 　 　 分
予 算 現 額

( A)

調   定  額

( B)

決算額

（ 収入済額）

( C)

執行率

( C/A

×100)

収入率

( C/B×

100）

不納欠損額 収入未済額

市 場 事 業 費 3, 972, 098 3, 606, 392 3, 543, 692 89. 2 98. 3 416 62, 283

食 肉 セ ン タ ー 事 業 費 1, 055, 108 953, 337 952, 681 90. 3 99. 9 － 655

国 民 健 康 保 険 事 業 費 159, 990, 539 163, 640, 069 158, 084, 914 98. 8 96. 6 1, 138, 994 4, 416, 160

農 業 共 済 事 業 費 318, 273 296, 296 296, 291 93. 1 100. 0 1 3

母 子 父 子寡 婦福 祉資 金貸 付事 業費 217, 421 547, 952 320, 551 147. 4 58. 5 10, 395 217, 005

駐 車 場 事 業 費 963, 417 954, 291 954, 291 99. 1 100. 0 － －

農 業 集 落 排 水 事 業 費 1, 578, 708 1, 483, 126 1, 482, 216 93. 9 99. 9 18 891

市 街 地 再 開 発 事 業 費 9, 224, 846 8, 729, 058 8, 729, 058 94. 6 100. 0 － －

市 営 住 宅 事 業 費 51, 116, 147 36, 654, 503 36, 316, 627 71. 0 99. 1 21, 817 316, 058

介 護 保 険 事 業 費 145, 351, 648 142, 145, 934 141, 256, 107 97. 2 99. 4 253, 260 636, 567

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 費 39, 512, 508 39, 671, 350 39, 371, 717 99. 6 99. 2 59, 357 240, 274

小　 　 　 　 　 計 413, 300, 713 398, 682, 313 391, 308, 150 94. 7 98. 2 1, 484, 261 5, 889, 901

公 債 費 276, 051, 868 274, 504, 195 274, 504, 195 99. 4 100. 0 － －

合　 　 　 　 　 計 689, 352, 581 673, 186, 508 665, 812, 346 96. 6 98. 9 1, 484, 261 5, 889, 901

　 第　 １ ５ 　 表　 　 　 特　 別　 会　 計　 歳　 入　 決　 算　 状　 況
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エ  歳出 

歳出決算状況（ 会計別） は， 第 16 表のと おり である。  

 

 

 

当年度の歳出は，予算現額 6, 893 億 5, 258 万円に対し ，決算額 6, 605 億 154 万円（ 執行率 95. 8％）

である。 翌年度繰越額は 78 億 2, 704 万円で， う ち市営住宅事業費が 66 億 9, 342 万円， 市場事業

費が 4 億円である。 また， 不用額は 210 億 2, 398 万円で， う ち市営住宅事業費が 82 億 4, 637 万

円， 介護保険事業費が 75 億 65 万円， 国民健康保険事業費が 27 億 3, 950 万円である。  

 

（ 単位　 金額： 千円， 比率： ％）   

区　 　 　 分
予　 算　 現　 額

（ A)

決　 算　 額

( B)

執行率

( B/A

×100)

翌 年 度

繰 越 額

（ C)

繰越率

( C/A×

100）

不　 用　 額

（ D)

市 場 事 業 費 3, 972, 098 3, 489, 692 87. 9 400, 000 10. 1 82, 405

食 肉 セ ン タ ー 事 業 費 1, 055, 108 952, 681 90. 3 － － 102, 426

国 民 健 康 保 険 事 業 費 159, 990, 539 157, 213, 631 98. 3 37, 400 0. 0 2, 739, 507

農 業 共 済 事 業 費 318, 273 296, 291 93. 1 － － 21, 981

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金貸 付事 業費 217, 421 194, 248 89. 3 － － 23, 172

駐 車 場 事 業 費 963, 417 750, 681 77. 9 203, 610 21. 1 9, 125

農 業 集 落 排 水 事 業 費 1, 578, 708 1, 482, 216 93. 9 86, 000 5. 4 10, 491

市 街 地 再 開 発 事 業 費 9, 224, 846 8, 508, 852 92. 2 237, 613 2. 6 478, 380

市 営 住 宅 事 業 費 51, 116, 147 36, 176, 346 70. 8 6, 693, 422 13. 1 8, 246, 378

介 護 保 険 事 業 費 145, 351, 648 137, 825, 988 94. 8 25, 000 0. 0 7, 500, 659

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 費 39, 512, 508 39, 106, 719 99. 0 144, 000 0. 4 261, 788

小　 　 　 　 　 計 413, 300, 713 385, 997, 351 93. 4 7, 827, 045 1. 9 19, 476, 316

公 債 費 276, 051, 868 274, 504, 195 99. 4 － － 1, 547, 672

合　 　 　 　 　 計 689, 352, 581 660, 501, 546 95. 8 7, 827, 045 1. 1 21, 023, 989

　 　 　 第　 １ ６ 　 表　 　 　 特　 別　 会　 計　 歳　 出　 決　 算　 状　 況
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( 2)  保険 3 会計（ 国民健康保険事業費， 後期高齢者医療事業費， 介護保険事業費） の状況 

 

ア  枠組み 

 

※

特別
会計

→

→

　　　　↓
→

→
   　→

←

←

←→

 →         ←

  →
↑

 ←

→ →    ← ←

↑

 →

→ →

   ←

→

  ←
  →

国
民
健
康
保
険
事
業

 
後
期
高
齢
者
医
療
事
業

介
護
保
険
事
業

○保険給付費等交付金

1,070億円(普通交付金)

○保険給付費等交付金

33億円 (特別交付金)

＞保険者努力支援 6億円

＞国・県特別調整交付金相当

24億円

＞特定健診負担2/3 2億円

◆国保事業費納付金 453億円

＞医療給付分 319億円

＞後期高齢支援金等分 96億円

＞介護納付金分 37億円

○保険料 285億円

＞医療分 195億円

＞後期支援金分 66億円

＞介護分 23億円

・定率国庫負担 32%

・調整交付金 9%

・保険者努力支援分

・高額医療費負担金 1/4

・特定健診負担 1/3

・保険基盤安定繰入金

（保険者支援分） 1/2

・財政安定化基金積立金

○一般会計繰入金 173億円

（額は国県繰入分含む）

＞保険基盤安定繰入金

(法定軽減分)1/4 84億円

＞保険基盤安定繰入金

(保険者支援分)1/4 39億円

＞財政安定化支援事業 23億円

＞職員給与等 25億円

○国庫支出金 332億円

＞介護給付費 233億円

＞保険者機能強化交付金

2億円

＞調整交付金 68億円

＞地域支援事業交付金

29億円

(介護予防･包括的支援事業)

県

市

国

◆保険給付費 1,043億円

国民健康保険団体連合会

被保険者

○保険料 182億円

被保険者（75歳以上など）

○一般会計繰入金 208億円

＞療養給付費負担金 164億円

＞保険基盤安定負担金 37億円

＞共通経費負担金 2億円

＞事務費等 3億円

市
・後期高齢者支援金等

社会保険診療報酬支払基金
◆納付金 388億円

＞保険料負担金 181億円

＞療養給付費負担金 167億円

＞保険基盤安定負担金 37億円

＞共通経費負担金 2億円

兵庫県後期高齢者医療広域連合

国

○県支出金 191億円

＞介護給付費負担金 177億円

＞地域支援事業交付金 14億円

（介護予防・包括的支援事業）

県

◆保険給付費 1,180億円

◆地域支援事業費

＞介護予防・生活支援 65億円

国民健康保険団体連合会

○一般会計繰入金 208億円

＞介護給付費 153億円

＞地域支援事業 14億円

（介護予防・包括的支援事業）

＞低所得軽減 13億円

＞職員給与等 28億円

市

介護給付費等準備基金

○基金繰入 16億円

◆積立金 20億円

○保険料 289億円

第1号被保険者（65歳以上）

○支払基金交付金 349億円

＞介護給付費 330億円

＞地域支援事業 19億円

（介護予防・包括的支援事業）

社会保険診療報酬支払基金

・介護納付金

第2号被保険者分

（40歳～64歳）

各医療保険者

・都道府県繰入 9％

・高額医療費負担金 1/4

・特定健診負担 1/3

・保険基盤安定繰入金

（法定軽減分） 3/4

・保険基盤安定繰入金

（保険者支援分） 1/4

県（国民健康保険特別会計）

・後期高齢者納付金
各医療保険者

○基金繰入 10億円

◆積立金 5億円

国民健康保険財政安定化基金

（イ）

（ウ）

保険3会計にかかる ○主な歳入 ◆主な歳出 ＞事業別内訳 令和元年度決算額 ［単位：億円(切捨て）］

（ア）
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( ア)  国民健康保険事業 

平成 30 年 4 月から 都道府県が財政運営の責任主体と なり ， 市町村と と も に国民健康保険事

業を運営する方式に移行し ている。 市町村は都道府県が示し た標準保険料率等に基づき 保険料

率を定め， 保険料を賦課・ 徴収し ， 事業費納付金と し て都道府県に納付する。 都道府県は事業

費納付金や国・ 都道府県の公費などを財源に， 保険給付に必要な費用を全額市町村に交付する

こ と になる。  

市町村ごと の標準保険料率が示さ れるこ と により 比較可能性が高まると と も に， 都道府県は

市町村が担う 事務の効率化， 標準化， 広域化を 推進するこ と になる。  

( イ )  後期高齢者医療事業 

都道府県の区域ごと に設けら れた広域連合と ， それに加入する市町村によっ て運営し ており ，

広域連合が保険者と し て保険料の 2 年（ 令和 2 年度現在: 令和 2・ 3 年度） 毎の改定や医療給付

を 行っ ている。 医療給付に必要な費用は， 75 歳以上が加入する後期高齢者医療制度の被保険者

から 市町村が徴収する保険料と ， 現役世代が加入する各医療保険者から の後期高齢者支援金と

公費（ 国・ 県・ 市） で負担するこ と になる。  

( ウ)  介護保険事業 

市町村が保険者と なり ， 3 年毎（ 令和 2 年度現在： 平成 30～令和 2 年度） の介護保険事業計

画の策定と あわせた保険料の改定や介護サービスを 給付する事業を 運営し ている。 保険給付等

に必要な費用は， 保険料と 公費（ 国・ 県・ 市） で負担するこ と と なっ ている。 65 歳以上の第 1

号被保険者の保険料は， 保険者である市町村が徴収し ， 40 歳以上 65 歳未満の第 2 号被保険者

分の保険料は， 各医療保険者が医療分保険料と 併せて徴収し ， 社会保険診療報酬支払基金を 通

じ て， 支払基金交付金と し て交付さ れている。  

 

イ   状況（ 令和元年度）  

被保険者数（ 年度末）   一人当たり 保険料  一人当たり 給付費 

( ア)  国民健康保険事業       314 千人     92, 338 円       329, 322 円 

( イ )  後期高齢者医療事業       213 千人       83, 721 円※1          976, 414 円※1  

( ウ)  介護保険事業     第 1 号 430 千人         75, 120 円※2          289, 736 円 

                   （ 参考） 第 2 号 520 千人 

   

※1 兵庫県後期高齢者医療広域連合の公表数値 

※2 第 7 期介護保険事業計画（ 平成 30～令和 2 年度） における保険料基準額 

 

      



- 30 - 

 

  

 

４  財 産 等 の 状 況 

  

( 1)  財産の状況 

企業会計を除く 財産の年度末現在高及び当年度中の増減の状況は， 第 17 表のと おり である。  

 

 

単位 令和元年度末 平成30年度末 対前年度増減

㎡ 66, 172, 055 66, 210, 842 △ 38, 787

行 政 財 産 ㎡ 41, 302, 518 41, 339, 519 △ 37, 000

普 通 財 産 ㎡ 24, 869, 536 24, 871, 322 △ 1, 786

㎡ 7, 153, 424 7, 176, 973 △ 23, 549

㎥ 143, 769 143, 873 △ 104

隻 1 1 0

基 1 1 0

機 2 2 0

㎡ 3, 183 3, 183 0

㎡ 15, 374 15, 374 0

件 10 10 0

件 51 49 2

千円 13, 353, 650 13, 353, 650 0

千円 249, 796, 817 250, 212, 381 △ 415, 564

点 7, 592 7, 497 95

千円 86, 737, 883 86, 919, 002 △ 181, 118

千円 351, 175, 971 334, 064, 126 17, 111, 845

1, 129, 271 1, 142, 785 △ 13, 514

1, 000, 000 － 1, 000, 000

18, 384, 569 16, 819, 374 1, 565, 195

297, 614, 618 279, 545, 504 18, 069, 113

11, 537, 885 12, 898, 689 △ 1, 360, 804

1, 826, 364 2, 001, 225 △ 174, 860

6, 730, 177 6, 346, 280 383, 896

1, 575, 621 2, 918, 113 △ 1, 342, 492

5, 199, 127 5, 905, 122 △ 705, 995

6, 178, 336 6, 487, 030 △ 308, 693

備考： 1　 道路及び橋り ょ う ， 河川及び海岸並びに港湾及び漁港を含まない。

　 　 　 2　 「 土地（ 普通財産） 」 の面積には， 市所有山林の面積を含む。

　 　 　 3　 「 物品」 は， 取得価格100万円以上のも のを掲載し ている。

　 　 　 4　 温泉権は， 神戸市有馬温泉施設， フ ルーツ・ フ ラ ワーパーク 温泉， し あわせの村温泉及び新長田南の

   　  　 温泉権である。

浮 桟 橋

航 空 機

区 分

地 役 権

神戸市介護給付費等準備基金

物 品

債 権

第　 １ ７ 　 表　 　 　 財　 産　 の　 年　 度　 末　 現　 在　 高

公

有

財

産

土 地
及 び
建 物

土 地

建 物

船 舶

山林（ 立木の推定蓄積量）

動 産

物 権

そ の 他 各 種 基 金

神 戸 市 都 市 整 備 等 基 金

神 戸 市 ま ち づ く り 等 基 金

神戸市営住宅敷金等積立基金

神戸市市民福祉振興等基金

地 上 権

神 戸 市 留 学 生 支 援 等 基 金

神 戸 市 災 害 救 助 基 金

神 戸 市 公 債 基 金

神 戸 市 財 政 調 整 基 金

温 泉 権

基 金

無 体 財 産 権

有 価 証 券

出 資 に よ る 権 利
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財産の主な増減内訳は， 第 18 表のと おり である。  

 

　

期中増減高 単位

高等学校（ 教育委員会） △ 35, 404 ㎡ *1  期中増減高 267, 865㎡か

小学校（ 教育委員会） △ 22, 744 　 　 ら 組織変更に伴う 増減高

中学校（ 教育委員会） 14, 986 　 　 305, 474㎡を除いた数値

公園（ 建設局） 6, 572 *2  期中増減高△269, 016㎡

貸地・ 貸家その他雑種財産（ 建築住宅局）  *1  △ 37, 609 　 　 から 組織変更に伴う 増減

貸地・ 貸家その他雑種財産（ 都市局）  *2     36, 458 　 　 高△305, 474㎡を除いた

事業用地( 保健福祉局) △ 30, 759 　 　 数値

事業用地( 行財政局) 29, 874

山林（ 建設局） △ 17, 000

 *3  △ 31, 907 ㎡ *3  期中増減高3, 110, 367㎡か

貸地・ 貸家その他雑種財産（ 都市局）  *4     10, 271 　 　 ら 組織変更に伴う 増減高

△ 9, 989 　 　 3, 142, 274㎡を除いた数値

7, 236 *4  期中増減高△71, 225㎡か

△ 5, 619 　 　 ら 組織変更に伴う 増減高

貸地・ 貸家その他雑種財産（ 区役所） 5, 539 　 　 △81, 497㎡を除いた数値

5, 007 　 　

神戸市漁業振興基金出えん金 △ 500, 000 千円 年度末現在高 1, 005, 018

阪神水道企業団出資金 154, 316 48, 327, 330

神戸ハーバーラ ンド 株式会社出資金 △ 50, 000 480, 000

 新中央市民病院整備事業貸付金（ 施設整備） △ 906, 886 千円 年度末現在高 22, 494, 979

医療機器等整備資金貸付金 898, 000 10, 508, 000
 新中央市民病院整備事業貸付金（ 用地取得） △ 279, 167 6, 615, 903

 西神戸医療センタ ー整備事業貸付金（ 施設設備） 218, 000 627, 000

 一般財団法人神戸すまいまちづく り 公社貸付金 △ 185, 666 4, 006, 330

勤労者福祉融資貸付金 137, 664 147, 769

神戸新交通株式会社貸付金 109, 200 23, 487, 100

第　 １ ８ 　 表　 　 　 財　 産　 の　 主　 な　 増　 減　 内　 訳　 （ 　 基　 金　 除　 く 　 ）

（ 単位　 金額： 千円）

増減理由（ 組織変更による増減は除く ） 備　 　 　 考

建
物

公営住宅（ 建築住宅局）

区庁舎（ 区役所）

小学校（ 教育委員会）

その他庁舎（ 行財政局）

高等学校（ 教育委員会）

債
権

土
地

行政
財産

出
資

普通
財産

 

財政制度等審議会は， 令和元年 11 月 25 日に取り まと めた「 令和 2 年度予算の編成等に関する

建議」 の中で， 「 地方公共団体が保有する 基金（ 財政調整基金） は， 年度間の財政調整のために設

置さ れている基金であり ， （ 中略） 平成元年度末（ 3. 6 兆円） から 平成 29 年度末（ 7. 4 兆円） に

かけて 2 倍以上に増加し ている。 （ 中略） 地方交付税の配分のあり 方を再検証する必要がある。 」

と し ている。  

一方， 地方財政審議会は， 令和元年 12 月 13 日に取り まと めた「 今後目指すべき 地方財政の姿

と 令和 2 年度の地方財政への対応についての意見」 の中で， 「 地方自治体の基金は， 年度間の財源

調整や， 特定の事業の複数年度にわたる安定的な運営等のために設けら れる も のである。 （ 中略）

地方全体と し て基金の残高が増加し ている こ と をも っ て， 地方財政に余裕があるかのよう な議論や，

地方の財源を削減するよう な議論は不適当である。 」 と し ている。  

そのよ う な中， 本市で は新型コ ロ ナウィ ルス 感染症の拡大防止， 市民の生活， 市内事業者を

支援する ため特に緊急を 要する も のを 補正予算と し て編成し たが， 事業費の一般財源所要額の

財源と し て財政調整基金を 活用するこ と と し ている 。  

な お， 出資によ る 権利の年度末現在高において， 過年度の増減内容が長期間反映さ れて いな

かっ たも のを 当年度になっ て補正し た例があっ た。 各所属は， 誤り 等が判明し た際の早期補正

はも と よ り ， 決算時には出資によ る 権利の金額を 関係書類と 突合し て 再確認する など ， 管理資

産の正確な把握に努めら れたい。  
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( 2)  市債の状況 

ア 市債状況 

    市債の状況を見ると ， 第19表のと おり である。  

 

 

一般会計， 特別会計及び企業会計を あわせた当年度末の市債残高は， 1兆9, 586億9, 315万円で，

前年度末に比べ36億8, 217万円（ 0. 2％） 増加し た。  

こ のう ち ， 一般会計の市債残高は， 出資金， 都市計画債， 土木債等の償還が進んだが， 臨時

財政対策債， 教育債等が増加し たため， 前年度比では 2. 9％増加し た。 一方， 特別会計及び企業

会計の市債残高は， 償還が進んだこ と などから ， 前年度に比べそれぞれ 3. 7％， 3. 3％減少し た。  

 

（ 単位　 金額： 千円， 比率： ％）

決算額
構成
比率

決算額
構成
比率

1, 142, 978, 058 58. 4 1, 110, 758, 922 56. 8 32, 219, 136 2. 9

建設地方債 576, 620, 315 29. 4 574, 998, 622 29. 4 1, 621, 693 0. 3

土木債 115, 821, 222 5. 9 117, 434, 157 6. 0 △ 1, 612, 935 △ 1. 4

都市計画債 74, 891, 986 3. 8 79, 218, 413 4. 1 △ 4, 326, 427 △ 5. 5

出資金 74, 510, 975 3. 8 80, 736, 835 4. 1 △ 6, 225, 860 △ 7. 7

  高速鉄道事業会計出資金 25, 467, 897 1. 3 25, 693, 511 1. 3 △ 225, 614 △ 0. 9

阪神高速道路出資金 13, 843, 000 0. 7 14, 388, 000 0. 7 △ 545, 000 △ 3. 8

阪神水道企業団出資金 8, 401, 281 0. 4 10, 119, 683 0. 5 △ 1, 718, 402 △ 17. 0

その他 26, 798, 797 1. 4 30, 535, 641 1. 6 △ 3, 736, 844 △ 12. 2

教育債 100, 260, 868 5. 1 93, 413, 887 4. 8 6, 846, 981 7. 3

災害復旧債 3, 338, 885 0. 2 2, 117, 696 0. 1 1, 221, 189 57. 7

その他 207, 796, 379 10. 6 202, 077, 634 10. 3 5, 718, 745 2. 8

臨時財政対策債 530, 678, 802 27. 1 498, 833, 399 25. 5 31, 845, 403 6. 4

退職手当債 7, 018, 000 0. 4 7, 018, 000 0. 4 0 0. 0

減税補てん債 27, 861, 940 1. 4 29, 109, 900 1. 5 △ 1, 247, 960 △ 4. 3

臨時税収補てん債 799, 001 0. 0 799, 001 0. 0 0 0. 0

172, 648, 824 8. 8 179, 294, 017 9. 2 △ 6, 645, 193 △ 3. 7

643, 066, 277 32. 8 664, 958, 047 34. 0 △ 21, 891, 770 △ 3. 3

1, 958, 693, 159 100. 0 1, 955, 010, 986 100. 0 3, 682, 173 0. 2

90, 239, 400 66. 0 80, 263, 000 67. 6 9, 976, 400 12. 4

13, 166, 626 9. 6 10, 219, 300 8. 6 2, 947, 326 28. 8

33, 291, 863 24. 4 28, 262, 000 23. 8 5, 029, 863 17. 8

136, 697, 889 100. 0 118, 744, 300 100. 0 17, 953, 589 15. 1

58, 020, 264 43. 6 61, 830, 451 44. 3 △ 3, 810, 187 △ 6. 2

19, 811, 819 14. 9 14, 940, 477 10. 7 4, 871, 342 32. 6

55, 183, 633 41. 5 62, 672, 618 44. 9 △ 7, 488, 985 △ 11. 9

*1 133, 015, 716 100. 0 139, 443, 546 100. 0 △ 6, 427, 830 △ 4. 6

 資料： 行財政局財務課

第 １ ９ 表 市 債 の 状 況 （ 企 業 会 計 を 含 む ）

項　 　               　 目　

令和元年度 平成30年度
対 前 年 度
増 減 額

対前年度
増 減 率

一 般 会 計

特 別 会 計

企 業 会 計

市
債
現

在
高
（

年
度
末
）

一 般 会 計

目
的
別

特 別 会 計

企 業 会 計

計

計

備考： 1　 「 市債収入」 ， 「 元金償還額」 の金額には借換債を 含まない

　 　 　 2　 「 *1」 ： 満期一括償還積立金を含まない

　 　 　 3　  本表における 各数値は， 項目ごと に表示単位未満を 四捨五入し ているも のがある ため， 合計額と 一致し ない場合がある

市

債

収

入

一 般 会 計

特 別 会 計

企 業 会 計

計

元
金
償

還
額
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市債の償還財源を 確保するための公債基金の当年度末残高は， 前年度に比べ 180 億 6, 911 万

円増加し ， 2, 976 億 1, 461 万円と なっ た（ 30 頁 第 17 表参照） 。  

 

市債については, 特別会計の公債費で， 市債（ 一般会計， 特別会計及び公営企業会計分） の元

利償還等を 一元的に行っ ている 。 整理会計と し て公債償還状況を 正確に把握し ， 公債事務の円

滑な執行を図るこ と を目的に， 第 9 図のと おり , 各会計から 元金・ 利子等を 当会計へ繰り 入れ，

公債費を 通じ て市債の償還を行っ ている。  

 

 

 

 

（ 単位　 金額： 億円）

　

 

　  

繰入金 　

（ 歳入　 2, 745）

616

償還分 　

　 　

1, 116

繰入金

（ 歳出　 2, 745）

183 公債基金積立分 　 （ 実償還1, 283＋借換債636）

　 　 利子  214

603 　 諸費　   6

繰入金

920

　

　 　  603               388 　
　 　 　 　 　 　 （ 満期一括償還積立金556

[ 平成30年度末残高　 2, 795]

（ 造成　 633）

（ 処分　 452）

[ 令和元年度末残高　 2, 976]

公債基金繰入金

30

　 　 　 　 　 　  ＋繰上償還分47）一般会計

公債基金繰出金

公債基金

64

積立分　 　 　 　 　 　 繰入金（ 償還分）

第　 ９ 　 図　 　 市　 債　 償　 還　 の　 流　 れ

市債（ 借換債）

636

企業会計

市債の償還
2, 141

（ 内訳）

特別会計 　 元金1, 919

公債費
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一般会計における市債残高の推移は， 第 10 図のと おり である。  

市民の安全・ 安心につながる 市民のく ら し に身近な投資を 中心に事業を 厳選し て発行する と

と も に， 元利償還を 着実に進めた結果， 臨時財政対策債を 除く 市債残高は減少傾向にある 。 し

かし ， 国によ る 地方財政対策に伴い臨時財政対策債の残高が増加し ている ため， 全体と し ては

こ こ 数年微増と なっ ている。  

 

第１ ０ 図 市債残高の推移 
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企業会計を含む市債及び公債基金残高の推移は， 第 11 図のと おり である。  

 

第 １ １  図 市 債 及 び 公 債 基 金 残 高 の 推 移（ 企業会計を含む）  
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特別会計
1, 792

一般会計
11, 107

う ち赤字
地方債
( 5, 357)

23, 503

特別会計
3, 509

一般会計
10, 205

う ち 赤字
地方債
( 2, 680)

特別会計
3, 119

一般会計
10, 159

う ち 赤字
地方債
( 3, 065)

22, 608
22, 213

企業会計

7, 765
企業会計

7, 281
企業会計

6, 823
企業会計

6, 649

企業会計
9, 787 企業会計

9, 330

特別会計
2, 836

一般会計
10, 403

う ち赤字
地方債
( 3, 422)

企業会計
8, 973

特別会計
2, 637

一般会計
10, 463

う ち 赤字
地方債
( 3, 687)

企業会計

8, 769

21, 527

企業会計

8, 486

特別会計
2, 437

一般会計
10, 603

う ち 赤字
地方債
( 3, 975)

2, 420

公債基金

2, 976

企業会計

6, 430

特別会計
1, 726

一般会計
11, 429

う ち 赤字
地方債
( 5, 663)

19, 586

2, 054

市民一人当たり 市債残高( 一般会計) ( 千円)

661 658 676 675 685 684 691 710 725 747

       備考： 1　 赤字地方債の残高は， 臨時財政対策債・ 減税補て ん債・ 臨時税収補て ん債・ 退職手当債の残高で あり ， 一般会計残高の内数である 。
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イ  公会計と の整合 

    公会計に準拠し た「 平成 30 年度神戸市の財務書類」 の「 一般会計等貸借対照表」 及び「 全体

貸借対照表」 の地方債額と 市債残高と の差は, 次のよう な状況による。   

 

【 一般会計等財務書類と の差】  

決算審査意見書 神戸市の財務書類 

一般会計（ 平成 30 年度）  一般会計等（ 平成 30 年度）  
決算審査意見書市債残高  1 兆 1, 107 億円 

 

 

 

 

 

神戸市の財務書類「 一般会計等」 の範囲・ ・ 一般会

計,  特別会計（ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費,

市営住宅事業費, 公債費）  

 

神戸市の財務書類一般会計等貸借対照表地方債 

１ 兆 2, 362 億円( ①+②+③)  

（ 内訳）  

①一般会計               1 兆 1, 107 億円 

②母子父子寡婦福祉資金貸付事業費, 市営住宅事業

費, 公債基金                1, 132 億円 

③満期一括償還積立（ 特別会計）          122 億円 

 

【 全体財務書類と の差】  

決算審査意見書 神戸市の財務書類 

市債合計（ 平成 30 年度）  全体（ 平成 30 年度）  
決算審査意見書市債残高     1 兆 9, 550 億円 

 

神戸市の財務書類全体貸借対照表地方債 

１ 兆 9, 568 億円( ①+②)  

 

（ 内訳）  

①市債残高              1 兆 9, 550 億円 

②自動車事業会計, 港湾事業会計における 基金から

の借入金                  18 億円 
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( 3)  債務負担行為の状況 

債務負担行為の状況は， 第20表のと おり である。  

 

当年度末の在高は15兆3, 959億81万円であり ， 「 物件の購入等に係る も の」 や「 地方債証券共同

発行連帯債務」 の増等により ， 前年度末に比べ582億9, 529万円（ 0. 4％） 増加し ている。  

「 物件の購入等に係るも の」 は， 2年度以上にわたる 製造・ 工事の請負及び建造物の購入等で，

翌年度以降の歳出予算に計上し 執行するも のである 。  

「 地方債証券共同発行連帯債務」 は地方公共団体が共同し て市場公募地方債を 発行する際の連帯

債務保証であり ， 保証の必要が生じ た場合に保証額を歳出予算に計上し 執行するも のである。  

「 地方債証券共同発行連帯債務」 以外の債務負担行為の主なも のは， 第21表のと おり である。  

 

 

 

第　 ２ ０ 　 表 　 　 　 債　 務　 負　 担　 行　 為　 の　 状　 況

（ 単位　 金額： 千円， 比率： ％）

決　 算　 額
対 前 年 度
増 減 額

増減率 決　 算　 額
対 前 年 度
増 減 額

増減率

物 件 の 購 入 等
に 係 る も の

142, 322, 298 31, 555, 010 28. 5 110, 767, 288 28, 662, 082 34. 9

債 務 保 証 又 は
損失補償に 係 る も の

149, 907, 842 △ 3, 155, 500 △ 2. 1 153, 063, 342 1, 692, 500 1. 1

地 方 債 証 券 共 同

発 行 連 帯 債 務
15, 032, 000, 000 22, 000, 000 0. 1 15, 010, 000, 000 33, 000, 000 0. 2

そ の 他 71, 670, 677 7, 895, 783 12. 4 63, 774, 894 △ 9, 186, 393 △ 12. 6

合　 　 計 15, 395, 900, 817 58, 295, 293 0. 4 15, 337, 605, 524 54, 168, 189 0. 4

備考： 1 「 物件の購入等に係る も の」 及び「 その他」 については， 支出すべき 額が確定し たも の又は支出予定額を ，

        「 債務保証又は損失補償に係る も の」 及び「 地方債証券共同発行連帯債務」 については， 限度額をそれぞれ

　 　 　 　 計上し た。

資料： 行財政局財務課

項 目

令 和 元 年 度 末 平 成 30 年 度 末

　 　 　 2　  各数値は， 項目ごと に表示単位未満を 四捨五入し ている も のがあるため， 合計等と 一致し ない場合がある 。

（ 単位　 金額： 千円）

区　 　 　 　 　 分 項　 　 　 　 目 金　 額

製造・ 工事の請負に係るも の 121, 256, 473

建物購入（ 庁舎整備を除く ） 4, 689, 221

庁舎整備 16, 059, 012

債務保証又は損失補償に係るも の *1 神戸市道路公社債務保証 117, 449, 000

指定管理 *2 43, 077, 459

借上公営住宅借上料 *3 4, 439, 355

備考 *1　 金額欄は限度額を計上し た。

     *2　 指定管理に関する委託料で， 後年度委託料等を債務負担行為と し ている。

     *3　 公営住宅と し て借り 上げた民間住宅等の借上料（ 駐車場を含む） で， 後年度借上料を債務負担行為と し ている。

第　 ２ １ 　 表　 　 　 債　 務　 負　 担　 行　 為　 の　 主　 な 　 も 　 の

物件の購入等に係るも の

その他
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令和元年度神戸市都市整備等基金運用状況審査意見 

 

第１  審 査 の 対 象 

令和元年度神戸市都市整備等基金（ 定額運用部分） の運用状況 

第２  審 査 の 方 法 

定額運用基金の運用は目的に沿っ て行われている か， 計数は正確である か， 会計処理は適正か

について， 関係部局が所管する 証書類と 照合する と と も に， 責任者に対する 質問の方法によ り 審

査し た。  

第３  審 査 の 期 間 

令和 2 年 5 月 26 日～8 月 24 日 

第４  審 査 の 結 果 

都市整備等基金のう ち 定額の資金を 運用する ための基金に係る 部分（ 定額運用部分） について，

令和元年度の運用は， 目的に応じ 確実に行われており ， その計数は正確であり ， 会計処理はおおむ

ね適正に行われているも のと 認めら れた。  

こ の基金は， 神戸市都市整備等基金設置条例（ 以下， 「 条例」 と いう 。 ） 第 1 条第 1 号に設置目

的と し て掲げている 公用若し く は公共用に供する 土地又は公益のために必要と する 土地の先行取得

によ り ， 都市の円滑な整備等に資する こ と を 目的と し て設置さ れている も のであり ， 同条第 2 号の

公共施設の整備に資するこ と ， 同条第 3 号の経済事情の変動等により 著し く 財源が不足する 場合に

おいて当該財源に充てる こ と を 目的と し て， 特定の目的のために財産を 維持し ， 資金を 積み立てる

ための基金に係る部分（ 積立部分） と と も に， 都市整備等基金を構成し ている。  

定額運用部分で実施する事業と し ては， 条例第 1 条第 1 号に設置目的と し て掲げている公用若し

く は公共用に供する 土地又は公益のために必要と する 土地の先行取得を 実施し ており ， 所管局は所

要額で買戻し し ている。 また， 積み立てる額は， 条例第 2 条第 1 号に予算で定める額， 第 2 号に基

金の運用から 生ずる 収益の額と の規定があり ， 前年度の定額運用基金残高に新規の土地先行取得事

業等の予算額を加えた金額である。  

第５  基金の運用状況 

令和元年度の都市整備等基金の定額運用部分の運用状況は， 第 1 表のと おり である。  



- 39 - 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 単位　 金額： 千円）

平成30年度末 当年度中の 令和元年度末

現 在 高 増  加 減  少 積立額 現 在 高

14, 380, 885 840, 522 689, 835 600, 977 15, 132, 549

1, 572, 603 689, 835 840, 522 - 1, 421, 917

15, 953, 489 1, 530, 358 1, 530, 358 600, 977 16, 554, 466

備考： 　 令和元年度末現在高は， 183億8, 456万円で あ る が， 定額運用部分に 係る 金額のみを 掲載し た 。

第　 １ 　 表　 　 　 都 市 整 備 等 基 金 （ 定額運用部分） の 運 用 状 況

項 目
当 年 度 中 の 運 用 状 況

現 金 ･ 預 金

土 地

合 計
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